
 

 

 

報道関係各位 

2025 年 11 月 5 日 

株式会社さとふる 

さとふる、2025 年のふるさと納税に関する 
アンケート調査を全国 305 自治体と 1941 事業者へ実施 

～物価高により約半数の自治体が「寄付金額の値上げ」を実施。 
2026 年の制度改正に向けて自治体は地場産品の見直し加速～ 

株式会社さとふる（本社：東京都中央区、代表取締役社長 兼 CEO：藤井 宏明）は、ふるさと納税ポー

タルサイト「さとふる」（https://www.satofull.jp/）でお礼品を提供する全国の 305 自治体と 1941 事業者

を対象として、2025 年 10 月 8 日～10 月 20 日に 2025 年のふるさと納税に関するアンケート調査を実施しま

した。調査結果の概要は以下のとおりです。 

※ アンケート結果の詳細は、2 ページ以降の「調査内容の詳細」をご覧ください 

1. 物価高により、約半数の自治体が「寄付金額の値上げ」を実施。寄付者ニーズでは「米」な

ど日常使い・消耗品志向が拡大（Q1～3） 

 物価高の影響を受けて、約半数の自治体が「寄付金額の値上げ（49.8%）」を実施しており、寄

付額を維持することの難しさが表れる結果となりました。 

 物価高の中で寄付が伸びているお礼品の特徴に関する質問では、「寄付金額が低い（44.9%）」

「日常使い・消耗品志向（41.9%）」「市場価格が上昇している品目（32.4%）」が上位を占め、

昨年の同アンケート結果※1 と同様の傾向がみられました。生活防衛につながるお礼品や、寄付

金額が低く寄付しやすいお礼品の支持が拡大していることがうかがえます。 

 物価高の影響を特に感じる品目としては、「米（55.1％）」が最も多く、「肉（20.6％）」が続く

結果となりました。「さとふる」の 2025 年 1 月～10 月における「サイト内検索キーワードラン

キング」※2 でも 1 位は「米」となっており、2024 年に引き続き「米」のお礼品に対して高い関

心が寄せられていることが分かりました。 

※1 2024 年ふるさと納税の変化 自治体・事業者アンケート結果発表(https://www.satofull.jp/static/research/2024_munici

pality_research.php#cont3)より 

※2 2025 年 1 月 1 日～10 月 31 日までの「さとふる」における検索キーワードより算出 

 

2. 猛暑の影響を受けた事業者の 6 割以上が“収穫量減少”。猛暑をきっかけに特産品開発や“気候

適応型生産”への転換も（Q4～7） 

 事業者の 27.3%が「猛暑の影響を受けた」と回答しました。具体的には、「収穫量・生産量・販

売量の減少（62.1%）」や「仕入れ価格の上昇・不足（43.2%）」が主な影響として挙げられまし

た。昨年の同アンケート結果※3 でも、事業者の 30.4%が「猛暑の影響を受けた」と回答してお

り、「猛暑」は事業者にとって一過性ではなく恒常的な課題となっていることがうかがえます。 

 猛暑の影響を受けた事業者の 87.2％が「価格の変更」や「提供量・生産量・販売量の見直し」

など、何らかの対策を実施したと回答しました。 

 猛暑をきっかけに、「特産品開発」「訳あり品や新たなお礼品の拡充」「生産の改良」などの取り

組みもみられました。新たな特産品の開発や付加価値の向上に加え、“気候適応型生産”への転

換に踏み切る事業者がいることも分かります。 

※3 2024 年ふるさと納税の変化 自治体・事業者アンケート結果発表（https://www.satofull.jp/static/research/2024_munic

ipality_research.php#cont2）より 

 

3. ふるさと納税サイトによるポイント付与禁止後も 8 割弱の自治体、約 6 割の事業者がポータ

ルサイトの必要性を実感。10 月以降は「地場産品の魅力向上」「情報発信」がカギ（Q8～

10） 

 77.7%の自治体、59.3%の事業者が「2025 年 10 月の制度改正後もポータルサイトの必要性を感

じる」と回答しました。ポータルサイトや中間事業者に期待する役割としては、いずれも「集

客力（自治体 81.0%、事業者 77.1%）」が最も多く挙げられました。次いで、自治体では業務シ
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２ 

ステムの使いやすさなど「自治体・事業者の利便性（67.5%）」、事業者では寄付者にとっての

手続きのしやすさなど「寄付者の利便性（38.1%）」が続きました。 

 10 月に向けて対策を実施した自治体の具体的な取り組みとしては、「お礼品のブラッシュアッ

プ（54.2％）」「プロモーション強化（39.9％）」が上位に挙がりました。地場産品の魅力向上と

情報発信が重視され、「お礼品を通じて地域の魅力を発信し、応援を募る」という、ふるさと納

税のお礼品提供の正しい在り方に沿った中長期的な取り組みへとつながると考えられます。 

 

4. 2026 年 10 月の制度改正に向け、半数弱の自治体が「お礼品の内容変更や差し替え、取り下

げなどの対応が必要」と回答。数年にわたる制度改正対応で、お礼品ラインアップの再編が

進行（Q11,12） 

 2026 年の制度改正への対応方針に関する質問では、「すでに着手している（13.8%）」「今後着手

予定（46.9%）」「検討中（23.9%）」という結果となり、8 割以上の自治体が 2026 年 10 月の制

度改正に向けた対策に着手または検討していることが明らかになりました。さらに、そのうち

の 85.3%が対策として「お礼品の地場産品基準要件の確認」を行うと回答しました。 

 2026 年 10 月の制度改正における「地場産品基準の一層の明確化」※4 については、自治体の

46.5%が「お礼品の内容変更や差し替え、取り下げなどの対応が必要」と考えていることが分

かりました。数年にわたる制度改正対応により地場性の担保が一層進み、各自治体のお礼品ラ

インアップの再編が進む見込みです。寄付者にとっても、より地場性の高いお礼品を選びやす

くなることで、中長期的には制度全体の信頼性向上が期待されます。 

※4 地場産品基準の一層の明確化：客観的に「どの地域で価値が生じたか」を判定するため、付加価値の算出方法は価格に基

づく方式に原則として統一されます。製造・加工品などについては、製造者が「価値の過半が区域内で生じたこと」を証明す

ることが必須となり、自治体はその証明事項を一覧で公表したうえでお礼品の提供を開始するなど、運用の透明性が求められ

ます 

 

■調査内容の詳細 

Q1. 物価高の影響を受けて、対応したことを教えてください。（複数回答可） 

 
Q2. 物価高によって、寄付者のお礼品選びに影響はありましたか。また、物価高の影響を受けて寄

付が伸びているお礼品の特徴を教えてください。（複数回答可） 

  



３ 

Q3. （「影響があった」と回答した方へ）物価高の影響を特に感じる品目は何ですか。（複数回答可） 

 
Q4. 今年発生した自然災害のうち、事業全体へ影響があったものを教えてください。（複数回答可） 

  
Q5. 猛暑によってどのような影響がありましたか。（複数回答可） 

 
 

 

 



４ 

Q6. 猛暑の影響を受けて実施した対策や、今後実施を予定・検討している対策はありますか。ま

た、それはどのような対策ですか。（複数回答可） 

 
Q7. 猛暑の影響を受けて始めた取り組みや、新たな特産品があれば教えてください。 

 

Q8. ふるさと納税サイトによる寄付申込み時のポイント付与禁止以降も、ポータルサイトの必要性

を感じますか。 

 
 

 

 

 

 



５ 

Q9. ポータルサイトや中間事業者に期待する役割を教えてください。（複数回答可） 

 
Q10. 2025 年 10 月施行の制度改正にあたり、自治体として何か対策を実施しましたか。また、どの

ような対策を実施しましたか。（複数回答可） 

 
Q11. 2026 年の制度改正に向けて対策をとる予定はありますか。また、それはどのような取り組み

ですか。（複数回答可） 

 



６ 

Q12. 2026 年 10 月に施行される「地場産品基準の一層の明確化」について、お礼品の内容変更や差

し替え、取り下げなどの対応は必要ですか。 

 

※ 円グラフは小数点第二位を四捨五入しているため、構成比の合計が 100％にならない場合があります。 

※ 複数回答において、各選択肢の割合は全て回答者数を母数として計算しています。 

 
■調査概要 
実施期間：2025 年 10 月 8 日～10 月 20 日 
手 法：インターネット調査 
実施機関：株式会社さとふる 
対 象：ふるさと納税サイト「さとふる」で取り扱う 305 自治体、1941 事業者 

 

■株式会社さとふるについて 
株式会社さとふるは、ふるさと納税（自治体への寄付）を通して地域活性化を推進しています。「ふるさ
との元気を“フル”にする、ふるさとの魅力が“フル”に集まる ふるさと応援、ふるさと納税ポータルサイ
ト」をコンセプトに、寄付者向けに「さとふる」で寄付先の自治体やお礼品の選定、寄付の申込み、寄付
金の支払いなどができるサービスを提供しています。自治体向けには寄付の募集や申込み受け付け、寄付
金の収納、お礼品の在庫管理や配送など、ふるさと納税の運営に必要な業務を一括代行するサービスを提
供しています。また、ふるさと納税を活用した地域活性化の取り組みを掲載する、地域情報サイト「ふる
さとこづち」（https://www.satofull.jp/koduchi/）を運営しています。 

以上 
⚫ この報道発表資料に記載されている会社名および製品・サービス名は、各社の登録商標または商標です。 

⚫ この報道発表資料に記載されている内容、製品、仕様、問い合わせ先およびその他の情報は、発表日時点のものです。これらの情報は予告なしに変更され

る場合があります。 

 

【本件に関する問い合わせ先】 
報道機関から…株式会社さとふる 経営戦略室 広報担当 坂上・井田・坂平・谷口 
Tel：03-6262-6148  E-mail：pr@satofull.co.jp 
お客さまから…さとふるサポートセンター E-mail：ask@satofull.co.jp 
Tel：0570-048-325 受付時間：午前 10 時～午後 5 時（土・日曜日、祝日、年末年始を除く） 
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